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３月追加補正予算の概要

美 馬 市

昨年１２月に閣議決定された「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に

基づく国の補正予算 第１号 に計上された補助金・交付金を効果的に活用し、地( )

域の消費喚起や「地方版総合戦略」の早期策定とこれに関連する各種事業など

に取り組みます。

総 額 ８０７,７００千円補正予算の規模
㉖ ㉗７９９,０００千円 ８,７００千円

（内訳）

事 業 名 年度 予算計上額 備 考

地域活性化・地域住民生活等 ２６補正 １４９,９００千円 下記以外の事業

緊急支援交付金事業
２７補正 ８,７００千円 ２７年度から制度として運用を

開始する助成金等

循環型社会形成推進負担事業 ２６補正 ５４６,３７１千円

（ ）拝原最終処分場適正処理事業

新規就農総合支援事業 ２６補正 ９,０００千円

（青年就農給付金）

地籍調査事業 ２６補正 ９３,７２９千円
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地域活性化･地域住民生活等緊急支援交付金の活用 １５８,６００千円

地域消費喚起･生活支援事業 ９１,８００千円（うち交付金 ７４,６５９千円）

㉖ ｢美馬市プレミアム付き商品券｣発行事業 59,２００千円

市商工会によるプレミアム付き商品券発行事業です。市内の登録店舗で利用可能

な、１セット１３,０００円の商品券を１０,０００円で販売する計画です （１６,９００セット）。

また、多子世帯への支援として３子以上 18歳未満 の世帯に対し､１セット７,０００円( )

で販売します （市から引換券を対象世帯に送付）。

［商工観光課 TEL52-5610］

㉖ 「阿波とくしま商品券」発行事業 15,100千円

県と市町村が連携して、全県下でプレミアム付き商品券「阿波とくしま商品券」を

発行する事業です。１セット１２,０００円 全県共通券 ８枚 ・地域限定券 ４枚 の商品( ( ) ( ))

券を１０,０００円で販売する計画です （美馬市割当てセット数：１５,１００セット）。

なお、プレミアム率２０％のうち１０％分を市が負担します。

［商工観光課 TEL52-5610］

㉖ 「みま特得」商品販売促進事業 1,400千円

本市の特産品、伝統工芸品等を「みま特得」商品として指定し、本来の価格より

２割引で消費者が通販サイトを通じて購入できる事業です。（県指定ブランド商品を

はじめ、ふるさと小包、野菜便、藍染め、和傘など）なお、通販サイトの構築は別

「 」 。 ［ ］途 地方創生先行型 事業で実施します 商工観光課 TEL52-5610

㉖ ふるさと旅行券発行事業補助金 1,100千円

観光圏プラットホームである 一社 そらの郷が実施する、着地型旅行商品（ 秘( ) 「

境・美馬の集落探検ツアー ）の旅行券発行に対して補助します。」

［商工観光課 TEL52-5610］

㉖ 住宅リフォーム補助事業（市単独） 15,000千円

国の補正予算に呼応し、市単独で地域の消費喚起に取り組むもので、市内の工

務店等を利用した個人住宅のリフォームに対して補助 ３０万円以上の工事に対して(

２０％ 上限２０万円 ）します。( )

なお、県の「住まいの安全・安心なリフォーム支援事業」への上乗せ補助につい

ては、国の補助制度創設 見込み を受け、６月補正予算に計上する予定です。( )

２６年度 補正 ２６年度 当初 増 減 そ の 他( ) ( )

市 事 業 １５,０００千円 １０,０００千円 ＋５,０００千円

県事業上乗せ分 ０千円 ３,０００千円 →２７年度６月補正で追加予定

［建設課 TEL52-5612］
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地方創生先行事業 ６６,８００千円（うち交付金 ５８,２６１千円）

㉖ 美馬市まち・ひと・しごと創生総合戦略等策定事業 9,３０0千円

本市の人口の現状と将来の展望を示した「美馬市人口ビジョン」と､今後５か年の

目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「美馬市まち・ひと・しごと創

」 。 ［ ］生総合戦略 を策定します 企画管財課 TEL52-8008

㉖ 木屋平地区等見回り服薬サポート事業 １,５０0千円

山間部にある木屋平､古宮､口山地区では医療機関が身近ではなく､若者との交流

機会も少ないため、薬剤師等による見回り服薬サポートと安否確認を行うとともに、

大学薬学部と連携して「へき地医療研修」を通じた大学生と高齢者との交流を図り

。 ［ ］ます 総務福祉課 TEL68-2112

㉖ まほろばめぐりあい事業（婚活支援事業） ２,５７0千円

地域において自発的な縁結びを行っている市民を「縁結びサポーター」として募

集して養成し、成婚までのサポートを行います。また、各種イベントの開催を通じて

。 ［ ］男女の出会いを促します ふるさと振興課 TEL52-8009

㉖ 移住おむかえ事業 ６,８３８千円

本市に興味を持ち、本市での生活を体験したいというニーズに的を絞り、市から移

住希望者を積極的に迎え入れる体制をつくります。

・空き家情報調査、空き家台帳システムの作成

・旧脇町診療所医師住宅を移住モデルハウスに改修

・全国移住フェアへの出展、移住パンフレットの作成 等

［ふるさと振興課 TEL52-8009］

㉗ 美馬市こうのとり応援事業 不妊治療費助成事業 ３,０００千円(特定 )

経済的理由等により不妊治療をためらっている夫婦に不妊治療に取り組んでもらえ

( )を助るよう、体外受精及び顕微授精を受けた夫婦の治療費の一部 上限２００千円

成します （県こうのとり応援事業対象者への上乗せ助成）。

［保険健康課 TEL52-5611］

㉗ 育児用品購入費補助事業 ３,８００千円

平成２７年４月１日以降に出生した子ども（満１歳児未満）の保護者が市内で購入

した育児用品の購入代金の一部（２０千円/人）を助成します。

［子どもすこやか課 TEL52-5606］

㉗ 満１歳誕生記念品事業 １,９００千円

平成２７年４月１日以降満１歳の誕生日を迎える子どもに、市産木材を使った遊具等

を記念品として贈ります 「木育」の効果に加え、市産木材を使用した加工品のＰＲ。

。 ［ ］効果が期待できます 子どもすこやか課 TEL52-5606
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㉖ 保育所３･４歳児米飯給食導入事業 １,０００千円

※保育所児童の保護者の負担軽減と米の消費拡大につなげるため、市内保育所

の３･４歳児の米飯給食を導入するため必要な備品を購入します。
※導入済みの江原認定こども園と、平成２８年度に美馬認定こども園へ移行予定の美馬第一・第二保育所を除く。

［子どもすこやか課 TEL52-5606］

㉖ 消防団支障木伐採事業（まほろばクリーン作戦） １,７２０千円

総面積の８割が森林の本市では、市道の幅員が狭く支障木により緊急車両の通行

に支障を来すことも想定され、また、大雪に伴う倒木により孤立集落の発生が懸念さ

れています。そこで、消防団による支障木伐採・撤去のための報償金に加え、必要

。 ［ ］な備品を購入します 消防本部総務課 TEL52-3061

㉖ サテライトオフィス誘致事業 ６,８９１千円

空き家や廃校施設を有効活用してサテライトオフィスを誘致することで、雇用の増

加をはじめ地域の活性化につなげます。

・旧宮内小学校の一部を「トライアルステイ施設」に活用できるよう改修

・サテライトオフィス誘致アドバイザーと首都圏・近畿圏での誘致活動、

視察ツアーの実施

・サテライトオフィスに関するアンケート調査の実施 等

［商工観光課 TEL52-5610］

㉖ 農産物等集出荷･買い物支援事業 １２,４００千円

農産物の集出荷拠点での販売支援を通じて農家所得の増加につなげるとともに、

新たに買い物支援に取り組むことで暮らしの安心を支えます。 ええね美馬!拠点連（「

」 ） ［ ］絡会 に対する補助 商工観光課 TEL52-5610

㉖ インバウンド対応事業 １,５３２千円

国が「２０２０年までに訪日外国人２０００万人達成」を目標に掲げており、今後美馬

市へ訪れる外国人の増加が見込まれます。そこで、美馬市の観光スポットを世界に

発信するために、市観光協会ホームページの英語対応版への更新や、ＹｏｕＴｕｂｅ

。 ［ ］用動画の制作に対して補助します 商工観光課 TEL52-5610

㉖ 徳島剣山世界農業遺産推進事業 地域間連携 ２５０千円

( )本市を含む剣山山系における急傾斜地農業について、国連食糧農業機関 ＦＡＯ

による世界農業遺産の認定を受けることで、地域のブランド力の向上を図ります。

（ 。）［ ］平成２７年度はシンポジウムの開催を予定しています 商工観光課 TEL52-5610

㉖ にし阿波観光圏整備事業 地域間連携 ５,１８７千円

平成２６年に中・四国で唯一新観光圏制度による観光圏として認定された「にし阿

波～剣山･吉野川観光圏」のブランドを活かし、着地型旅行商品等の企画・販促を

通じて着地型旅行者の受入れ増加につなげるため、 一社 そらの郷が実施する取り( )

。 ［ ］組みを支援します 商工観光課 TEL52-5610
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㉖ にし阿波･地域連携ビジネス創出支援事業 地域間連携 ３５０千円

サテライトオフィス関連企業や大学等を首都圏での効果的な情報発信により呼び

込み、地元企業等、多様な主体と連携させることで、新たなビジネスモデルの構築

。（ ） ［ ］を図ります 運営協議会に対して県と２市２町が補助 商工観光課 TEL52-5610

㉖ ふるさと小包販売拡大支援事業 ８９２千円

「ふるさと小包推進協議会」によるふるさと産品の小包販売について、近年販売

額が伸び悩んでいるため、協議会が行うネット通販サイトの構築による販売拡大の

取り組みを支援します。 ［商工観光課 TEL52-5610］

㉖ 市認定生産者ブランディング事業 １,０７０千円

市が定める基準（研修の受講等）に該当した農産物等の生産者を選定委員会で

認定し、認定生産者に市が作成したロゴマークの使用を認めることで､ブランド力の

向上を通じて農産物等の生産向上と販売額の増加をめざします。

［農林課 TEL52-5609］

㉖ 市産農林産物特選ブランド販売促進事業 ２,０００千円

市内で生産される県認証ブランド等の農林産物を市の「特選ブランド」として選定

し、ブランド力の向上による生産拡大と販売額の増加をめざして、ロゴマークやパッ

ケージデザインの統一等の販売促進への取り組みを支援します。

［農林課 TEL52-5609］

㉖ 「かあちゃん野菜」生産･販路拡大事業 ３,０００千円

本市から「かあちゃん野菜」とネーミングした新鮮野菜が京阪神に出荷され好評

を得ているものの、生産量が追いついていないことから、生産者拡大のための作付

け指導や販路拡大のためのＰＲ活動を行い女性農業従事者の雇用創出を図ります。

［農林課 TEL52-5609］

㉖ 大学等フィールドワーク調査･研究支援事業 ７００千円

現在、渕名集落において明治大学農学部の中山間地域フィールドワーク調査を受

入れていますが。他大学からも受入れ、また他集落にも受入集落を拡大して、世代

。 ［ ］間交流や大学との連携を図ります 農林課 TEL52-5609

㉖ みま木材普及新流通システム構築事業 ９００千円

本市では、国産木材の需要低迷と木材価格の低下により、林業経営者と従事者の

意欲が減退傾向にあります。そこで、京阪神在住の建築主や工務店をＳＧＥＣ認証森

林に招き、認証材の品質をＰＲするとともに、木材購入希望者に直接森林所有者から

原木の購入を可能にすることで流通コストを削減することで、市産木材の販売拡大を

。 ［ ］図ります 農林課 TEL52-5609
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その他国の補正予算 第1号 に伴う事業 ６４９,１００千円( )

㉖ 循環型社会形成推進負担 拝原最終処分場適正処理 事業 ５４６,３７１千円( )

拝原最終処分場適正処理に係る「循環型社会形成推進交付金」について、国の

補正予算に伴う追加交付決定を受け､平成２７年度に計上を予定していた予算を前倒

し計上するものです （美馬環境整備組合において繰越し､平成２７年度に事業実施）。

［環境下水道課 TEL52-8020］

㉖ 新規就農総合支援 青年就農給付金 事業 ９,０００千円( )

新規就農者に対し、就農開始直後の所得確保を図るため年額１,５００千円、最長５

年間経営の支援を行う制度です。今回、国の補正予算に伴い給付継続者 １２人 の( )

。 ［ ］平成２７年度上半期給付分を前倒しして計上するものです 農林課 TEL52-5609

㉖ 地籍調査事業 ９３,７２９千円

国の補正予算に伴う追加交付決定を受け、次の事業費について前倒し計上するも

のです。

〈測量・一筆地調査〉

井坪地区、口山(17)地区、木屋平(21)地区

〈原図・面測業務、複図作成〉

神田山、古宮(1)地区、口山(14)地区、木屋平(20)地区

［監理課 TEL52-5607］
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地域活性化･地域住民生活等緊急支援交付金の概要

地域消費喚起･生活支援型経済対策に関する

内閣総理大臣指示 目的

地方公共団体(都道府県及び市町村)が実施する、地域における消費

エネルギー価格の高 喚起策やこれに直接効果を有する生活支援策に対し、国が支援

止まりまど物価動向 対象事業

や消費に関する地域 地方公共団体が策定する実施計画に定めた上記の事業

の実情に配慮しつつ メニュー例：プレミアム付商品券(域内消費)、

地域の消費喚起など ふるさと名物商品券･旅行券(域外消費)等

景気の脆弱な部分に 運用の基本スタンス

スピード感を持って 人口・財政力指数等に基づく配分を行い、迅速に執行

的を絞った対応

地方創生先行型

目的

地方公共団体(都道府県及び市町村)による地方版総合戦略の早期か

しごとづくりなど地 つ有効な策定と、これに関する優良施策等の実施に対し、国が支援

方が直面する構造的 対象事業

な課題へ実効ある取 ①地方版総合戦略の策定

組みを通じて地方の ②地方版総合戦略における「しごとづくりなど」の事業

活性化を促す メニュー例：ＵＩＪターン助成等

運用の基本的スタンス

地方公共団体が事業設計を自由に行うこととするとともに、明確な

政策目標の下､客観的な指標の設定やＰＤＣＡの態勢整備を求める､

新しいタイプの交付金

基礎交付：人口、財政力指数等に基づく配分

上乗せ交付：地方版総合戦略に基づく事業など内容の優れたものに

対して配分

（平成27年1月9日国説明会資料より）

本市の交付限度額と対応

タ イ プ 交付金総額 交付限度額 本 市 の 対 応

地域消費喚起･生活支援型 2,500億円 74,659千円 平成26年度補正予算に計上

49,561千円：平成26年度補正予算に計上
地方創生 基 礎 交 付 1,400億円 58,261千円

8,700千円：平成27年度補正予算に計上先 行 型

上乗せ交付 300億円 未 定 交付限度額が示され次第補正予算を編成
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計数関係資料

１．平成２６年度一般会計補正予算（第８号）

（単位：千円・％）
歳 入

区 分 現 計 予 算 額 補 正 後 予 算 額 構成比補正予算 第8号（ ）

市 税 １２.８１ 2,638,193 100,000 2,738,193

分担金及び負担金 ０.１３０ 31,916 0 31,916

使用料及び手数料 １.３３５ 289,821 0 289,821

財 産 収 入 ０.１５０ 20,420 0 20,420

寄 附 金 ０.０５５ 8,418 0 8,418

繰 入 金 １.８６０ 380,242 0 380,242

繰 越 金 ２.７６５ 586,769 0 586,769

７０ 諸 収 入 ４.３931,261 0 931,261

（ 自 主 財 源 計 ） ２３.２4,887,040 100,000 4,987,040

５ 地 方 譲 与 税 １.０208,800 0 208,800

１０ 利 子 割 交 付 金 ０.０7,000 0 7,000

１２ 配 当 割 交 付 金 ０.１14,700 0 14,700

１３ ０.１株式等譲渡所得割交付金 10,900 0 10,900

１５ 地方消費税交付金 １.４305,200 0 305,200

１８ ０.０ゴルフ場利用税交付金 8,200 0 8,200

２１ 自動車取得税交付金 ０.１21,600 0 21,600

２４ 地 方 特 例 交 付 金 ０.０5,200 0 5,200

２５ 地 方 交 付 税 ３９.０8,336,670 32,512 8,369,182

２８ ０.０交通安全対策特別交付金 5,100 0 5,100

４０ 国 庫 支 出 金 １３.４2,752,141 124,220 2,876,361

４５ 県 支 出 金 ６.５1,322,149 79,168 1,401,317

７５ 市 債 １５.１2,786,800 463,100 3,249,900

（ 依 存 財 源 計 ） ７６.８15,784,460 699,000 16,483,460

合 計 １００.０20,671,500 799,000 21,470,500
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（ ）
歳 出 目的別（ ）

単位：千円・％

区 分 現 計 予 算 額 補 正 後 予 算 額 構成比補正予算 第8号（ ）

議 会 費 ０.９１ 191,671 0 191,671

総 務 費 １２.４５ 2,518,621 149,900 2,668,521

民 生 費 ２９.９１０ 6,419,553 0 6,419,553

衛 生 費 １１.７１５ 1,958,229 546,371 2,504,600

労 働 費 ０.０２０ 6,385 0 6,385

農 林 水 産 業 費 ５.４２５ 976,174 102,729 1,078,903

商 工 費 ３.０３０ 733,224 0 733,224

３５ 土 木 費 ９.６2,066,958 0 2,066,958

４０ 消 防 費 ３.１663,603 0 663,603

４５ 教 育 費 ７.６1,628,896 0 1,628,896

５０ 災 害 復 旧 費 ２.６549,849 0 549,849

５５ 公 債 費 １３.１2,814,270 0 2,814,270

６０ 諸 支 出 金 ０.６124,067 0 124,067

９９ 予 備 費 ０.１20,000 0 20,000

合 計 １００.０20,671,500 799,000 21,470,500
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（ ）
歳 出 性質別（ ）

単位：千円・％

区 分 現 計 予 算 額 補 正 後 予 算 額 構成比補正予算 第8号（ ）

人 件 費 １７.２3,701,137 0 3,701,137

扶 助 費 １３.４2,876,402 0 2,876,402

公 債 費 １３.１2,814,270 0 2,814,270

（ 義 務 的 経 費 計 ） ４３.７9,391,809 0 9,391,809

普 通 建 設 事 業 費 １４.１3,021,705 15,000 3,036,705

補 助 事 業 ７.２1,555,458 0 1,555,458

単 独 事 業 ６.９1,466,247 15,000 1,481,247

災 害 復 旧 事 業 費 ２.６549,849 0 549,849

（ 投 資 的 経 費 計 ） １６.７3,571,554 15,000 3,586,554

物 件 費 １１.３2,309,554 119,181 2,428,735

維 持 補 修 費 １.４302,454 0 302,454

補 助 費 等 １５.９2,740,983 664,819 3,405,802

積 立 金 ０.６123,996 0 123,996

投資及び出資・貸付金 ０.４85,235 0 85,235

繰 出 金 ９.９2,125,915 0 2,125,915

予 備 費 ０.１20,000 0 20,000

（ そ の 他 の 経 費 計 ） ３９.６7,708,137 784,000 8,492,137

合 計 １００.０20,671,500 799,000 21,470,500
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２．平成２７年度一般会計補正予算（第１号）

（単位：千円・％）
歳 入

区 分 当初予算額 案 補 正 後 予 算 額 構成比( ) 補正予算 第1号（ ）

市 税 １１.９１ 2,577,356 0 2,577,356

分担金及び負担金 ０.１３０ 23,036 0 23,036

使用料及び手数料 １.４３５ 306,876 0 306,876

財 産 収 入 ０.１５０ 21,306 0 21,306

寄 附 金 ０.０５５ 4,201 0 4,201

繰 入 金 ５.４６０ 1,155,758 0 1,155,758

繰 越 金 ０.７６５ 150,000 0 150,000

７０ 諸 収 入 ４.２911,914 0 911,914

（ 自 主 財 源 計 ） ２３.９5,150,447 0 5,150,447

５ 地 方 譲 与 税 １.０205,100 0 205,100

１０ 利 子 割 交 付 金 ０.０4,700 0 4,700

１２ 配 当 割 交 付 金 ０.１21,000 0 21,000

１３ ０.１株式等譲渡所得割交付金 22,000 0 22,000

１５ 地方消費税交付金 １.９418,000 0 418,000

１８ ０.０ゴルフ場利用税交付金 8,200 0 8,200

２１ 自動車取得税交付金 ０.１18,800 0 18,800

２４ 地 方 特 例 交 付 金 ０.０4,800 0 4,800

２５ 地 方 交 付 税 ３７.５8,100,000 0 8,100,000

２８ ０.０交通安全対策特別交付金 4,500 0 4,500

４０ 国 庫 支 出 金 １５.３3,291,480 8,700 3,300,180

４５ 県 支 出 金 ５.６1,217,373 0 1,217,373

７５ 市 債 １４.４3,106,600 0 3,106,600

（ 依 存 財 源 計 ） ７６.１16,422,553 8,700 16,431,253

合 計 １００.０21,573,000 8,700 21,581,700
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（ ）
歳 出 目的別（ ）

単位：千円・％

区 分 当初予算額 案 補 正 後 予 算 額 構成比( ) 補正予算 第1号（ ）

議 会 費 １.０１ 206,370 0 206,370

総 務 費 １０.６５ 2,276,262 8,700 2,284,962

民 生 費 ２８.２１０ 6,093,132 0 6,093,132

衛 生 費 ７.７１５ 1,670,506 0 1,670,506

労 働 費 ０.０２０ 8,680 0 8,680

農 林 水 産 業 費 ４.３２５ 922,350 0 922,350

商 工 費 ４.４３０ 950,405 0 950,405

３５ 土 木 費 １５.３3,296,095 0 3,296,095

４０ 消 防 費 ３.５747,109 0 747,109

４５ 教 育 費 ９.７2,084,007 0 2,084,007

５０ 災 害 復 旧 費 ０.２44,000 0 44,000

５５ 公 債 費 １４.９3,208,087 0 3,208,087

６０ 諸 支 出 金 ０.２40,997 0 40,997

９９ 予 備 費 ０.１25,000 0 25,000

合 計 １００.０21,573,000 8,700 21,581,700
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（ ）
歳 出 性質別（ ）

単位：千円・％

区 分 当初予算額 案 補 正 後 予 算 額 構成比( ) 補正予算 第1号（ ）

人 件 費 １７.１3,687,655 0 3,687,655

扶 助 費 １３.５2,919,369 3,000 2,922,369

公 債 費 １４.９3,208,087 0 3,208,087

（ 義 務 的 経 費 計 ） ４５.５9,815,111 3.000 9,818,111

普 通 建 設 事 業 費 ２２.７4,892,863 0 4,892,863

補 助 事 業 １５.３3,307,078 0 3,307,078

単 独 事 業 ７.３1,585,785 0 1,585,785

災 害 復 旧 事 業 費 ０.２549,849 0 549,849

（ 投 資 的 経 費 計 ） ２２.９4,936,863 0 4,936,863

物 件 費 １０.５2,273,756 0 2,273,756

維 持 補 修 費 ０.９185,597 0 185,597

補 助 費 等 １０.２2,185,398 5,700 2,191,098

積 立 金 ０.２40,964 0 40,964

投資及び出資・貸付金 ０.１24,306 0 24,306

繰 出 金 ９.７2,086,005 0 2,086,005

予 備 費 ０.１25,000 0 25,000

（ そ の 他 の 経 費 計 ） ３１.６6,821,026 5,700 6,826,726

合 計 １００.０21,573,000 8,700 21,581,700


